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平成19年度茨城県貿易・海外投資実態調査の概要 

１ 貿易の実態 

 海外展開（輸出入及び海外投資）があると回答した企業２４８社のうち，輸出を行っている企業は１５１

社，輸入を行っている企業は１８１社であった。（重複する企業あり） 

（２）主要輸出相手国（複数回答） 
輸出企業 151 社の主要な相手国をみると，中国が

41.7％(63社)と最も多い。次いでアメリカが21.9％(33
社)，台湾が17.9％(27社)，韓国が16.6％(25社)，タ
イが14.6％(22社)，マレーシアが9.9％(15社)，シン
ガポールが7.9％(12社)の順となっている。 

 

（１）輸出形態 
輸出を行っている企業151 社の輸出形態は，直接取引

が47.7％(72 社)，間接取引(商社又は在日現地法人を通
して輸出）が 26.5％(40 社)，直接及び間接取引併用が
25.8％(39社)となっている。 

（３）輸入形態 
輸入を行っている企業181社の輸入形態は，直接取引が

51.9％(94社)，間接取引(商社又は在日現地法人を通して
輸入)が 28.2％(51 社)，直接及び間接取引併用が 19.9％
(36社)となっている。 

 

（４）主要輸入相手国（複数回答） 
輸入企業181社の主要な相手国をみると，輸出と同様，

中国が53.0％(96社)と圧倒的に多い。次いでアメリカが
19.3％(35社)，韓国が15.5％(28社)，台湾が12.2％(22
社)，ドイツが7.2％(13社)，フランスが5.0％(9社)，
タイが4.4％(8社)の順となっている。 

 

 
（５）輸出入における問題点（複数回答） 
輸出入を行っている企業に対して，輸

出入における問題点をたずねたところ，
150社から回答があった。その内訳は「物
流経費」が42.0％(63社)と最も多く，次
いで「通関時間」が40.7％(61 社)，「貿
易知識不足」が28.7％(43 社)，「取引先
の信用状況」が13.3％(20 社)，「品物相
違」が12.0％(18 社)，「意思疎通不足」
が11.3％(17 社)，「相手国の政情不安」
が 10.0％(15 社)，「資金調達」が 6.7％
(10社)，「知的財産侵害」が2.0％(３社)，
「品物未着」と「代金未回収」が各1.3％
(2社)となっている。 
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２ 海外投資の実態 

 海外投資をしていると回答した企業は６３社であった。また，将来「海外投資に取り組んでみたい」と回答し

た企業は３０社であった。 

（１）海外進出形態（複数回答） 
海外投資を行っている企業63社の海外進出形態は，現地

法人が50.8％(32社)と最も多く，次いで合弁会社が39.7％
(25 社)，委託加工が14.3％(9 社)，駐在員事務所が9.5％
(6社)，支店が6.3％(4社)になっている。 

 

（２）海外投資先国名（複数回答） 
海外投資企業の投資先国をみると，中国が 73.0％(46

社)と最も多く，次いでアメリカが11.1％(7 社)，タイが
9.5％(6社)，ベトナムが7.9％(5社)，台湾，韓国，フィ
リピン，マレーシアが各4.8％(3社)の順となっている。

 

（３）海外投資の目的（複数回答） 

海外投資企業の投資目的については，「安価な
労働力」が 54.1％（33 社）と最も多く，次いで
「海外市場の開拓」が 50.8％（31 社），「取引企
業の進出」が34.4％（21社），「安価な部品調達」
が 31.1％（19 社），「日本国内の労働力不足」が
13.1％（8社）となっている。 

（４）海外投資における問題点（複数回答） 
海外投資企業の投資先における問題点については，

「意思疎通不足」が51.7％(30社)と最も多く，次いで
「ビジネス慣行の違い」が50.0％(29 社)，「現地の人
材確保」が41.4％(24社)，「コストの上昇」が37.9％
(22 社)，「人事労務管理」が 31.0％(18 社)，「現地の
政情・経済不安」が27.6％(16社)となっている。 
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